
 
 

添付資料 ：問診票 

 

化学物質取扱による呼吸機能並びに気道炎症への影響調査 

 
名  前 ：              生年月日： S ・H        （  歳） 

身長：   ｃｍ、 体重：   kg  職種：                                      

主な業務内容               有機溶剤取扱歴：  約   年   月      

取扱のある有機溶剤の種類                               

連絡先メールアドレス                      @                               

①既往歴：これまでの入院や、長期に薬を服用した病名(内容)、現在治療中の病気(名)を記載して下さい。 

（例： １０歳 小児喘息   １８歳 虫垂炎手術 高血圧治療中など） 

  

②喫煙歴： 1)今までに喫煙したことがない                

2)過去に喫煙していたが今は辞めた  

             （  歳 ～   歳  まで   １日   本） 

3)現在も喫煙中 

             （  歳より喫煙    １日   本） 

③気管支喘息といわれたこと           あり    なし 

 有りの場合 現在又は最近治療した内容を記載： 

 

④花粉症（アレルギー性鼻炎）といわれたこと   あり    なし 

        有りの場合  スギ、ヒノキ、カモガヤ、イネ、ブタクサ、その他(        ) 

現在又は最近治療した内容を記載： 

 

⑤その他アレルギーの有無 
 食物アレルギー              あり    なし 

（ある場合は食品名記載：                          ） 

        薬物アレルギー              あり    なし 

（ある場合は食品名記載：                          ） 

⑥業務で化学物質を取り扱う様になって気になる体調の変化があれば記載して下さい。 
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民間企業における長期疾病休業の発生率、復職率、退職率の記述疫学研究：J-ECOH スタディ 
 
西浦 千尋 1)、土肥 誠太郎 2)、加部 勇 3)、樫野 いく子 4)、溝上 哲也 4) 
 
所属： 
1) 東京ガス株式会社、2) 三井化学株式会社、3) 古河電気工業株式会社、 
4) 国立国際医療研究センター 疫学・予防研究科 
 
【要旨】 
  日本の民間企業の疾病休業制度は、復職を目的に各企業が任意に整備しているものであり、制度の

有無を含め、企業間差異が大きいことが知られている。復職に適した休業制度設計には、日本人労働者

の疾患別の疾病休業発生率や、休業期間別の復職率・休業中の退職率の最近のデータが必要となる。2012
年より、職域多施設研究（Japan Epidemiology Collaboration on Occupational Health Study; J-ECOH
スタディ）グループは研究目的で複数の民間企業の疾病休業データを収集しており、本研究ではこのデ

ータを用いて客観的データに基づく疾病休業の発生率、復職率、退職率を調査した。 
 調査対象は、J-ECOH スタディに参加している 12 の日本の民間企業（製造業主体）に 2012 年 4 月 1
日から 2014 年 3 月末までに在籍したことのある 20 歳から 64 歳までの従業員（約 10 万名）である。ま

ず、J-ECOH スタディ参加企業従業員から、2 年間（2012 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月末まで）の観察

期間中に発生した連続 30 日以上の疾病休業（長期疾病休業）を計測した。この際、同一人の複数回休業

は独立してカウントした。次に、J-ECOH スタディ参加企業従業員から、2 年間（2012 年 4 月 1 日から

2014 年 3 月末まで）の観察期間中に発生した長期疾病休業エピソードを最大 18 ヶ月追跡し、復職率・

退職率を計測した。復職率、退職率調査では、同一人の複数回休業については観察期間中の初回休業エ

ピソードのみを含めた。 
 結果として、長期休業に至った主な疾患は第 1 が精神疾患、第 2 が新生物であり、この二つで全休業

の半数以上を占めていた。性・年齢別にみると、主な疾患は 20-59 歳の男性および 20-49 歳の女性の精

神疾患、40-64 歳の女性および 50-64 歳の男性の新生物、20-39 歳の女性の妊娠関連疾患であった。全疾

患の長期疾病休業発生率（新規件数/1000 人年）は、全体では男性で 8.7、女性で 9.4 であった。年齢別

にみると、男性では 30 代が最も低く 6.6 件/1000 人年、50 代が最も高く 10.7 件/1000 人年であり、女性

では、20 代が最も高く 11.3 件/1000 人年で、年齢とともに減少していた（60 代で 6.5 件/1000 人年）。 
 2 年間の観察期間中の初回長期休業エピソード発生数は 1550 件（精神疾患 717 件、新生物 218 件、そ

の他の疾患 615 件）であった。うち、観察終了時（休業開始から 18 ヶ月時点）では、復職 1229 件、退

職 190 件、休業中 131 件であった。精神疾患および新生物による長期疾病休業では、休業開始後 12 ヶ

月までは復職率が時間とともに増加しており、12 ヶ月時点で約 7 割となっていた。このことは、少なく

とも 12 ヶ月の休業期間が休業制度上可能であれば、長期疾病休業の第 1、第 2 の要因である精神疾患、

新生物による休職者の復職が 7 割程度は可能となることを示唆している。退職率は、新生物では休業か

ら 6 ヶ月以内の退職が 13％に達していた。 
 本調査では、一部の民間大企業を対象として、長期疾病休業の状況を示した。今後は疾病休業指標の

モニタリングや比較が可能となるよう、大規模な疾病休業レジストリが整備されることが望まれる。
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１．はじめに 
 日本の民間企業の疾病休業制度は、復職を目的に各企業が任意に整備しているものであり、制度の有

無を含め、企業間差異が大きいことが知られている 1)。復職に適した休業制度設計には、日本人労働者の

疾患別の疾病休業発生率や、休業期間別の復職率・休業中の退職率の最近のデータが必要となる。疾病

休業の調査には、データの妥当性・信頼性の観点から、自己申告ではなく客観的データ（休業日数など

は企業内労務管理データ、診断名は医師の診断書データ）に基づくことが推奨されている 2),3)。このよう

な客観的データに基づく日本の調査は限られ、疾患別の休業発生率については我々の知る限り報告はな

く、復職率、休業中の退職率について遠藤らによる民間大企業での報告があるのみである 4),5)。 
2012 年より、職域多施設研究（Japan Epidemiology Collaboration on Occupational Health Study; 

J-ECOH スタディ）グループが研究目的で複数の民間企業の企業内疾病休業データを収集している。単

一企業データに基づく疾病休業調査ではデータに企業名がリンクする問題が生じるため、このことが疾

病休業調査実施・公表を困難にしているが、多施設共同研究であれば複数企業の集計データとなるため、

前述の問題を回避できる。そこで、我々は J-ECOH スタディデータを用いて、客観的データに基づく疾

病休業の発生率、復職率、退職率を調査した。 
 
 
２．方法 
２-１．対象集団および疾病休業データ 
 調査対象は、職域多施設研究（Japan Epidemiology Collaboration on Occupational Health Study; 
J-ECOH スタディ）に参加している 12 の日本の民間企業（製造業主体）に 2012 年 4 月 1 日から 2014
年 3 月末までに在籍したことのある 20 歳から 64 歳までの従業員である。参加企業の 20 歳から 64 歳ま

での従業員数は、2012 年度は男性 82,510 名、女性 15,475 名、2013 年度は男性 81,316 名、女性 15,313
名であった。参加企業に共通した疾病休業制度として、疾病休業が少なくとも 30 か月可能で、少なくと

も 18 ヶ月は賃金の 2/3 以上の経済的支援が整備されていた。調査対象の疾病休業は、連続 30 日以上の

休業（以下、長期疾病休業と表記）とした。企業の公式データのうち、疾病休業データとして、性別、

誕生日、休業開始日、休業終了日、診断名、転帰（復職、退職）を利用した。 
 
２-２．長期疾病休業の発生率調査 

まず、J-ECOH スタディ参加企業従業員から、2 年間（2012 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月末まで）の

観察期間中に新規発生した長期疾病休業の発生率を調査した。標準化された疾病休業発生率の指標とし

て、下記計算式による incidence rate（以下、疾病休業発生率と表記）を用いた 6)。 
 

Incidence	rate	� 観察期間中の新規疾病休業発生数

各人の新規疾病休業発生のリスク時間の合計	 

 
同一人の複数回休業は、別々の休業としてカウントした。疾病休業発生率は 1000 人年毎に示し、観察

期間中の休業期間はリスク期間から除いた。最終的な観察期間は、男性で 162,989 人年、女性で 30,645
人年であった。診断名の分類は ICD-10 分類に従い、主治医診断書の診断名テキストデータを、一般財団

法人 医療情報システム開発センター提供の標準病名マスター7)を参照して分類した。全 1711 の診断書の

うち、1273 は機械的分類によりコードした。残りの 438 の診断書は 2 名の J-ECOH スタディ参加産業

医が独立して分類し、370 が一致した。一致しなかった 68 レコードは、追加の 1 名の J-ECOH スタデ

ィ参加産業医が分類したコードを採用した。結果は、性・年代別に ICD-10 分類に応じて示した。 
 
２-３．長期疾病休業者の復職率・休業中の退職率調査 

次に、J-ECOH スタディ参加企業従業員から、2 年間（2012 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月末まで）の

観察期間中に発生した長期疾病休業エピソードを 18 ヶ月追跡し、復職率・退職率を調査した。同一人の

複数回休業については、観察期間中の初回休業エピソードのみを含めた（2 回目以降は休業制度の利用可

能期間が異なる可能性が高いため）。退職には自己都合、定年退職、死亡退職が含まれている。疾患別の

復職率・退職率調査は、主な休業理由である精神疾患（F00-F99）と新生物（C00-D48）を対象とした。

休業中の退職は復職と競合するイベントのため、復職率・退職率の計算では復職と退職を競合するイベ

ントとして扱わないと、累積発生率計算が不正確になる 8)。そこで、Stata の stcompet コマンド 9)によ

り復職と退職を競合するイベントとして扱い、生存分析により累積復職率・退職率を計算した。データ

活用の利便性を考え、休業開始 3 ヶ月、6 ヶ月、12 ヶ月、18 ヶ月時点における累積復職率・退職率は表

としても示した。また、休業開始から 18 ヶ月時点（観察終了時点）までに転帰確定していた休業エピソ

ードを対象として、復職・退職までの休業期間中央値を計算し、こちらも表に示した。 
 
２-４．倫理的配慮 

疾病休業の個票データは、個人名・企業名ともに匿名化して分析した。研究実施にあたっては、国立

国際医療研究センター倫理委員会の承認を受けた（倫理委員会承認番号 NCGM-G-001140-09）。 
 
 
３．結果 
３-１．長期疾病休業発生率（図 1、2） 

2 年間の観察期間中に、1711 件（男性 1422 件、女性 289 件）の長期疾病休業が発生した。図 1 に、

性・年齢別の長期疾病休業発生の要因別割合を示す。全体でみると、長期疾病休業の上位 5 要因は、男

性では精神疾患（52％）、新生物（12％）、外傷（8％）、循環器疾患（7％）、筋骨格系疾患（7％）、女性

では精神疾患（35％）、新生物（20％）、妊娠関連疾患（14％）、外傷（9％）、筋骨格系疾患（7％）であ

った。年齢別の疾病休業主要因（性・年齢カテゴリ中に占める％）は、20-40 代男性では精神疾患（20
代の 73％、30 代の 71％、40 代の 62％）、50 代男性では精神疾患（34％）と新生物（22％）、60 代男性

では新生物（35％）であった。20-30 代女性では精神疾患（20 代の 58％、30 代の 35％）と妊娠関連疾

患（20 代の 19％、30 代の 32％）、40 代女性では精神疾患（38％）と新生物（27％）、50-60 代女性では

新生物（50 代の 33％、60 代の 58％）であった。 
 図 2 に、性・年齢別の長期疾病休業の疾病休業発生率を示す。全疾患の長期疾病休業発生率（新規件

数/1000 人年）は、全体では男性で 8.7、女性で 9.4 であった。年齢別にみると、全休業の疾病休業発生

率は、男性では 30 代が最も低く 6.6 件/1000 人年、50 代が最も高く 10.7 件/1000 人年であり、女性では、

20 代が最も高く 11.3 件/1000 人年で、その後年齢とともに減少していた（60 代で 6.5 件/1000 人年）。
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１．はじめに 
 日本の民間企業の疾病休業制度は、復職を目的に各企業が任意に整備しているものであり、制度の有

無を含め、企業間差異が大きいことが知られている 1)。復職に適した休業制度設計には、日本人労働者の

疾患別の疾病休業発生率や、休業期間別の復職率・休業中の退職率の最近のデータが必要となる。疾病

休業の調査には、データの妥当性・信頼性の観点から、自己申告ではなく客観的データ（休業日数など

は企業内労務管理データ、診断名は医師の診断書データ）に基づくことが推奨されている 2),3)。このよう

な客観的データに基づく日本の調査は限られ、疾患別の休業発生率については我々の知る限り報告はな

く、復職率、休業中の退職率について遠藤らによる民間大企業での報告があるのみである 4),5)。 
2012 年より、職域多施設研究（Japan Epidemiology Collaboration on Occupational Health Study; 

J-ECOH スタディ）グループが研究目的で複数の民間企業の企業内疾病休業データを収集している。単

一企業データに基づく疾病休業調査ではデータに企業名がリンクする問題が生じるため、このことが疾

病休業調査実施・公表を困難にしているが、多施設共同研究であれば複数企業の集計データとなるため、

前述の問題を回避できる。そこで、我々は J-ECOH スタディデータを用いて、客観的データに基づく疾

病休業の発生率、復職率、退職率を調査した。 
 
 
２．方法 
２-１．対象集団および疾病休業データ 
 調査対象は、職域多施設研究（Japan Epidemiology Collaboration on Occupational Health Study; 
J-ECOH スタディ）に参加している 12 の日本の民間企業（製造業主体）に 2012 年 4 月 1 日から 2014
年 3 月末までに在籍したことのある 20 歳から 64 歳までの従業員である。参加企業の 20 歳から 64 歳ま

での従業員数は、2012 年度は男性 82,510 名、女性 15,475 名、2013 年度は男性 81,316 名、女性 15,313
名であった。参加企業に共通した疾病休業制度として、疾病休業が少なくとも 30 か月可能で、少なくと

も 18 ヶ月は賃金の 2/3 以上の経済的支援が整備されていた。調査対象の疾病休業は、連続 30 日以上の

休業（以下、長期疾病休業と表記）とした。企業の公式データのうち、疾病休業データとして、性別、

誕生日、休業開始日、休業終了日、診断名、転帰（復職、退職）を利用した。 
 
２-２．長期疾病休業の発生率調査 

まず、J-ECOH スタディ参加企業従業員から、2 年間（2012 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月末まで）の

観察期間中に新規発生した長期疾病休業の発生率を調査した。標準化された疾病休業発生率の指標とし

て、下記計算式による incidence rate（以下、疾病休業発生率と表記）を用いた 6)。 
 

Incidence	rate	� 観察期間中の新規疾病休業発生数

各人の新規疾病休業発生のリスク時間の合計	 

 
同一人の複数回休業は、別々の休業としてカウントした。疾病休業発生率は 1000 人年毎に示し、観察

期間中の休業期間はリスク期間から除いた。最終的な観察期間は、男性で 162,989 人年、女性で 30,645
人年であった。診断名の分類は ICD-10 分類に従い、主治医診断書の診断名テキストデータを、一般財団

法人 医療情報システム開発センター提供の標準病名マスター7)を参照して分類した。全 1711 の診断書の

うち、1273 は機械的分類によりコードした。残りの 438 の診断書は 2 名の J-ECOH スタディ参加産業

医が独立して分類し、370 が一致した。一致しなかった 68 レコードは、追加の 1 名の J-ECOH スタデ

ィ参加産業医が分類したコードを採用した。結果は、性・年代別に ICD-10 分類に応じて示した。 
 
２-３．長期疾病休業者の復職率・休業中の退職率調査 

次に、J-ECOH スタディ参加企業従業員から、2 年間（2012 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月末まで）の

観察期間中に発生した長期疾病休業エピソードを 18 ヶ月追跡し、復職率・退職率を調査した。同一人の

複数回休業については、観察期間中の初回休業エピソードのみを含めた（2 回目以降は休業制度の利用可
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３．結果 
３-１．長期疾病休業発生率（図 1、2） 
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精神疾患による疾病休業発生率は、男性は 20-40 代で高くその後減少、女性では 20 代が高く、その後年

齢とともに減少していた。新生物による疾病休業発生率は、男性では 50 代から、女性では 40 代から増

加していた。女性では、妊娠関連疾患による疾病休業発生率が 20-30 代で高く、30 代では妊娠関連疾患

による疾病休業発生率と精神疾患による疾病休業発生率が同程度であった。 
 
３-２．長期疾病休業者の復職率と休業中の退職率（図 3、表 1） 
 2 年間の観察期間中の初回長期休業エピソード発生数は 1550 件（精神疾患 717 件、新生物 218 件、そ

の他の疾患 615 件）であった。うち、観察終了時（休業開始から 18 ヶ月時点）では、復職 1229 件、退

職 190 件、休業中 131 件であった。図 3、表 1 に生存分析の結果を示す。全例 18 ヶ月観察しているため

18 ヶ月未満での censor はない。復職率は、精神疾患・新生物ともに 6 ヶ月で約 6 割、12 ヶ月で約 7 割

であったが、精神疾患の方が新生物よりも復職までにかかる期間が長かった（復職までの休業期間中央

値は精神疾患で 3.4 ヶ月、新生物で 2.4 ヶ月）。精神疾患・新生物以外の疾患（以下、その他の疾患と表

記）では、6 ヶ月で累積復職率が約 8 割に達し、それ以降の復職率増加は緩やかであった。退職率は、新

生物では休業から 6 ヶ月以内の退職が 13％に達していた。精神疾患とその他の疾患の退職率は 18 ヶ月

まで同程度であった。退職までの休業期間の中央値は、精神疾患が 5.9 ヶ月であり、新生物（3.5 ヶ月）・

その他の疾患（3.9 ヶ月）よりも長かった。 
 
 
４．考察 
４-１．長期疾病休業発生率 
 全体では、長期休業に至った主な疾患は第 1 が精神疾患、第 2 が新生物であり、この二つで全休業の

半数以上を占めていた。性・年齢別にみると、主な疾患は 20-59 歳の男性および 20-49 歳の女性の精神

疾患、40-64 歳の女性および 50-64 歳の男性の新生物、20-39 歳の女性の妊娠関連疾患であった。 
 本調査では、30 歳以降では男性の方が女性よりも精神疾患による休業発生率が高かった。これは、精

神疾患は男性よりも女性の方が経験しやすいと報告されていることや 10)、オランダの 20-59 歳の労働者

を対象とした疾病休業研究では、common mental disorders（うつ病と不安障害を含む）による 28 日以

上の休業はすべての年齢層で男性よりも女性の方が多かったと報告されていること 11)と一致しない。オ

ランダの研究と本調査の違いは、女性の精神疾患による休業発生率が本調査では 30 歳以降で低いことに

あるように思えるが、女性の精神疾患による休業発生率が低い理由は不明である。女性は男性よりも精

神疾患の診断をうけると退職しやすいのかもしれない。 
新生物の休業発生率は男性で 50 代から、女性で 40 代から増加していた。この年齢分布は、日本のが

ん登録データによる一般人口のがん罹患年齢と同様の傾向を示していた 12)。 
20-30 代の女性では妊娠関連疾患による休業が目立っており、特に 30 代で休業発生率が高かった。こ

れは、第 1 子出生時の母の平均年齢は近年増加傾向にあり 2011 年には 30 歳を超えていること（厚生労

働省の人口動態統計 13））、年齢とともに妊娠合併症が増加すること 14)と一致している。このことは、職

場における妊娠している労働者の保護の必要性を示している。 
 
４-２．長期疾病休業者の復職率と休業中の退職率 

 精神疾患および新生物による長期疾病休業では、休業開始後 12 ヶ月までは復職率が時間とともに増加

しており、12 ヶ月時点で約 7 割となっていた。このことは、少なくとも 12 ヶ月の休業期間が休業制度

上可能であれば、長期疾病休業の第 1、第 2 の要因である精神疾患、新生物による休職者の復職が 7 割

程度は可能となることを示唆している。新生物の休業に関しては、遠藤らが信頼性の高い客観的な企業

ベースの個票データを基にした大規模調査により、がんによる休業 1 日目から 1 年間の復職率、退職率

を調査しており 4)、12 ヶ月時点での復職率は 80％、退職率（死亡含む）は 13％と報告している。本調

査の疾病休業データは 30 日以上の休業を対象とするため単純な比較は難しいが、遠藤らの報告の方が復

職率が高く退職率が低い理由としては、遠藤らの調査には休業期間が短いレコードが多く含まれる（＝

予後の良いものが多く含まれる）ことや、遠藤らの調査対象企業では短時間勤務による復職制度が存在

していたことが関連した可能性がある。 
 結果解釈上の注意としては、本研究対象企業は休業可能期間や休業中の経済的支援の比較的充実した

企業群と考えられることから中小企業のように休業制度の異なる企業では結果が異なる可能性があるこ

と、本調査対象企業では 18 ヶ月以降も休業継続が可能な制度のため、本調査では休職制度満了の影響は

評価できないことが挙げられる。 
  
 
５．おわりに 
本調査では、一部の民間大企業を対象として、長期疾病休業の状況を示した。今後、詳細な診断分類

やセクター（公的、民間）、企業規模、業種ごとに疾病休業指標のモニタリングや比較が可能となるよう、

大規模な疾病休業レジストリが整備されることが望まれる。  
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Figure 1. Percentages of the major causes of long-term sick-leave by age and sex 
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Figure 1. Percentages of the major causes of long-term sick-leave by age and sex 
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Figure 3. Cumulative incidence of return-to-work and resignation in long-term sick-leave (n = 1550) 
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Figure 3. Cumulative incidence of return-to-work and resignation in long-term sick-leave (n = 1550) 
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